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更生保護における住居確保要配慮者 

名古屋保護観察所 社会復帰対策官 溝川公平 

 

■刑事事件の流れ 
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■生活環境の調整と仮釈放 

｜生活環境の調整 

 刑務所などの矯正施設に収容されている人の釈放後の住居や就業先などの帰住環境を調

査し，改善更生と社会復帰にふさわしい生活環境を整えることによって，その結果を仮釈

放の審理に役立てるとともに，円滑な社会復帰を促すための手続。 

 保護観察官と保護司との官民協働により実施されます。 

 

 調整に当たっては，帰住予定地（釈放後に居住することとなる住居），引受人（対象者

と同居するなどして改善更生に協力する人）の確保が必要不可欠であり，これらを確保で

きない者については，多くの場合，更生保護施設等への受入れを調整することとなります。 

 また，必要に応じて，家族関係や交友関係の調整，就労先や修学先の確保，医療・福祉

サービスに関する調整等を行います。 

 

■特別調整 

 高齢又は障害により特に自立が困難な者の円滑な社会復帰を図るための制度。 

 厚生労働省の事業として各都道府県が設置している地域生活定着支援センターや矯正施

設に配置されている社会福祉士等と連携し，釈放後の住居や福祉サービス等の確保につい

て必要な調整を行います。 

 地域生活定着支援センターの業務には，①コーディネート業務，②フォローアップ業務，

③被疑者等支援業務（本年度から），④相談支援業務があります。 

 愛知県の地域生活定着促進事業受託者：ＮＰＯ法人くらし応援ネットワーク 

 

｜刑事施設からの仮釈放 

 「改悛の状」があり，改善更生が期待できる受刑者を刑期満了前に仮に釈放し，仮釈放

の期間（残刑期間）が満了するまで保護観察に付することにより，再犯を防止し，その改

善更生と円滑な社会復帰を促進することを目的とします。 

 

 ただし，たとえ改悛の状があっても，帰住先が確保されていない場合，仮釈放は認めら

れず（保護観察に付されることなく），満期出所となります。 
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【参考１】出所受刑者の人員と仮釈放率の推移 

 

 

【参考２】出所受刑者の帰住先別構成比（出所事由別） 
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■保護観察 

 保護観察は，保護観察対象者の再犯を防ぎ，その改善更生を図ることを目的として，保

護観察官と保護司との官民協働により実施されます。 

 刑事施設や少年院などの矯正施設に収容して行う処遇を「施設内処遇」と呼ぶのに対し，

保護観察は通常の社会生活を営ませながら実施されることから，「社会内処遇」と呼ばれ

ています。 

 

 保護観察対象者は，保護観察期間中，遵守事項を遵守しなければならず，これに違反し

た場合には，仮釈放の取消し等のいわゆる不良措置が執られることがあります。 

 保護観察官及び保護司は，面接等により接触を保って行状を把握しつつ，遵守事項及び

生活行動指針を守るよう指導監督を行うとともに，自立した生活ができるよう住居の確保

や就職の援助等の補導援護を行います。 

 

【参考３】保護観察開始人員の居住状況別構成比 
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｜指導監督と補導援護 

 強権的な働きかけである指導監督と，支援・援助的な働きかけである補導援護は，保護

観察処遇を支える車の両輪です。これらがうまく噛み合うことによって，保護観察対象者

の改善更生が促進されることとなります。 

 

■指導監督 

(1) 面接その他の適当な方法により対象者と接触を保ち，その行状を把握する 

(2) 対象者が遵守事項を守り，生活行動指針に則して生活・行動するよう指導する 

(3) 特定の犯罪傾向を改善するための専門的処遇プログラムを実施する 

 

■補導援護 

(1) 適切な住居等の確保や，同所への帰住を助ける 

(2) 医療や療養，職業補導や就職，教養訓練の機会が得られるよう助ける 

(3) 生活環境の改善や調整，生活指導等を行う 

 

【参考４】保護観察終了人員の終了事由別構成比 
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■愛知県内の保護観察事件係属状況 

 保護観察処分 

少年 

少年院 

仮退院者 
仮釈放者 

保護観察付 

執行猶予者 
合計 

令和２年 

取扱件数※ 
１，３０３ ２９０ ８３９ ８９０ ３，３２２ 

令和３年６月

末日現在 
５６３ １３８ ２３７ ６０６ １，５４４ 

  ※前年からの繰越し＋新たに開始 

 

 

｜更生保護施設 

 更生保護事業を行うことに特化した民間施設であり，主に更生保護法人が法務省の認可

を受けて運営しています。 

 行き場のない保護観察対象者や更生緊急保護対象者を一定期間収容保護し，宿泊場所や

食事を提供すると共に生活指導や職業補導等を行うことにより，円滑な社会復帰を促す役

割を担っています。 

 愛知県内：６施設 

 

 

｜自立準備ホーム 

 平成２３年度から「緊急的住居確保・自立支援対策」としてスタートした制度。 

 ＮＰＯ法人等が管理する施設の空き部屋等をあらかじめ自立準備ホームとして登録し，

一定期間，宿泊場所，食事の提供と共に自立支援（巡回による支援でも可）を委託します。 

 愛知県内：１２事業者。（１事業者が複数のホームを運営しているケースあり。） 

 

 

｜協力雇用主 

 雇用を通じて，犯罪や非行をした者が自立した生活を営むこと協力している事業主。 

 協力雇用主を支援する制度として，就労奨励金支給制度や身元保証制度があります。 

 愛知県内：１，１３８社。（うち，住込み可は４０３社。） 

  



 

7 

■更生緊急保護 

 次の者が，刑事上の手続又は保護処分による身柄の拘束を解かれた後，親族からの援助

や，公共の衛生福祉に関する機関等からの保護が得られない場合，本人から保護の申出が

あれば，身柄の拘束を解かれてから原則６か月を超えない範囲で応急的な保護措置をとる

ことができます。 

・刑事施設から満期出所した者 

・刑の執行猶予の言渡しを受け，判決確定前の者 

・刑の執行猶予者で保護観察に付されなかった者（単純執行猶予） 

・起訴を猶予された者（不起訴の一種） 

・罰金又は科料の言渡しを受けた者 

・労役場を出た者 

・少年院を出院した者 など 

 

 保護措置の内容は次のとおり。 

・食事（現物）や食費の給与 

・医療や療養の援助 

・帰住の援助 

・金品の給与・貸与 

・宿泊場所の提供 →更生保護施設，自立準備ホームへ委託 など 

・就職の援助 →協力雇用主への橋渡し，更生保護就労支援事業所へ委託 など 

・健全な社会生活を営むために必要な指導助言 
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■再犯防止の推進 

 平成２８年１２月，再犯の防止等に関する施策に関し，基本理念を定め，国及び地方公

共団体の責務を明らかにするとともに，再犯の防止等に関する施策の基本となる事項を定

めた「再犯の防止等の推進に関する法律」（再犯防止推進法）が成立，施行されました。 

 

【参考５】刑法犯の検挙人員に占める再犯者人員と再犯者率の推移 
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 再犯防止推進法に基づき，政府は，再犯の防止等に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため，平成２９年１２月，平成３０年度からの５年間に関係府省庁が取り組む

「再犯防止推進計画」を閣議決定しました。 

 同計画は，５つの基本方針の下，７つの重点課題について，１１５の具体的な再犯防止

施策を盛り込んでいます。 
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 満期釈放者は，仮釈放者と比較して，２年以内再入率が２倍以上となっています。 

 仮釈放者は，保護観察を通じて，保護観察官等の指導監督を受けながら，個々の実情に

応じた必要な支援に結びつける様々な援助を受ける機会があるのに対し，満期釈放者は，

支援を受ける機会が限定されています。 

 受刑者が満期釈放となる背景として最も多いのは，社会復帰後の適当な帰住先が確保さ

れないことであり，刑事施設において仮釈放の申出がなされなかった理由の約４割を住居

調整不良が占めています。そして，満期釈放者の約４割が出所後，ネットカフェやビジネ

スホテルなど不安定な居住環境に身を置かざるを得ない状況にあります。 

 釈放後の支援の必要性が高い満期釈放者について，刑事施設，保護観察所，公共職業安

定所，更生保護就労支援事業所，地域生活定着支援センター及び地方公共団体が，就労支

援，職場への定着支援及び福祉サービスの利用支援等の面での連携を強化し，更生保護施

設，自立準備ホーム，住込み就労が可能な協力雇用主，福祉施設，公営住宅等の居場所の

確保に努めるとともに，居住支援法人と連携した新たな支援の在り方を検討することとさ

れました。 


